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治療と仕事の両立支援

ー医学的見地と労務管理の両輪でー

令和４年３月８日（火）

埼玉産業保健総合支援センター産業保健相談員

武石容子

（独）労働者健康安全機構が各都道府県に設置している「産業保健総合支援センター」を中心として、
①人事労務担当者、産業保健スタッフ、医療関係者に対する研修・情報提供
②両立支援に取り組む関係者等への相談対応・個別訪問
③医療機関と連携し、企業・疾病を抱える労働者間の調整支援

産業保健総合支援センター

医療機関

企業

・人事労務担当者

・産業医等の

産業保健ｽﾀｯﾌ

・人事労務担当者

・産業医等の

産業保健ｽﾀｯﾌ

相談対応

個別訪問

産業保健相談員※１

両立支援促進員※２

研修・セミナーの実施

両立支援ガイドラインに関
する具体的取組方法 等

参
加

疾病を抱える労働者

医療機関（主治医、医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等）と連
携し、企業・疾病を抱える労働者間の調整支援

治療と仕事の
両立の調整

・保健師 ・看護師
・医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

主治医

参
加

両立支援促進員

企業内の体制づくり、規程・制度（柔軟な年
休制度、病気休暇制度等）整備、個別案件
への対応などについて、企業を支援

疾病を抱える労働者

連携

相談

①

②

③

※１ 医師、保健師、衛生工学の専門家等
※２ 保健師、社会保険労務士、

医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等

産業保健総合支援センターによる
治療と仕事の両立支援のイメージ
産業保健総合支援センターによる
治療と仕事の両立支援のイメージ

（TEL：048-829-2661、両立支援専門職：滝田）
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令和３年度
「治療と仕事の両立支援」
アンケート結果報告

埼玉産業保健総合支援センター

3

アンケート方法

• 目的:埼玉産業保健総合支援センター利用事業場における治療と仕事
の両立支援の取組状況を把握する。

• 実施期間:2021年7月19日～8月13日

• 対象者:埼玉産業保健総合支援センター メルマガ登録者2,537名
（職種内訳:産業医775名、産業看護職369名、衛生管理者305名、

人事労務担当者334名、事業主103名、安全衛生担当者20名、その他631名）

• 実施方法:Google Formアンケート

• 回収率:237名（9.3％）

4
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質問1.あなたの職種を教えてください。
（複数回答可）

5

18

28

13

47

48

58

50

その他

労働者

代表者

人事労務担当者

産業看護職

衛生管理者・衛生推進者

産業医

質問2.事業場規模（労働者数）は何人ですか?
あなたの事業場について教えてください。

1～9人
7%

10～49人
14%

50～99人
14%

100～299人
22%

300～999人
23%

1000人以上
19%

不明
1%

6

1～9人 10～49人 50～99人 100～299人 300～999人 1000人以上 不明

17 32 32 53 55 45 3

n=237
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質問3.業種を教えてください。

製造業 建設業
運輸業・
郵便業

卸売業・
小売業

金融業・
保険業

教育・学
習支援
業

医療・福
祉業

情報通
信業

宿泊
業・飲
食サー
ビス業

その他

100 12 12 13 4 10 48 10 4 24

7

製造業

42%

建設業

5%

運輸業・郵便業
5%

卸売業・小売業

6%

金融業・保険業

2%

教育・学習支援業

4%

医療・福祉業

20%

情報通信業

4%

宿泊業・飲食サービ

ス業
2%

その他

10%

n=237

質問４.労働衛生管理体制はありますか?

ある
83%

ない
17%

ある ない

196 41

8

n=237
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質問5. 「事業場における治療と仕事の両立支援
のためのガイドライン」を知っていますか?

知っている
68%

知らない
32%

知っている 知らない

160 77

9

n=237

質問7.両立支援のための環境整備をしていますか?

している していない

100 137

している
42%

していない
58%

10

n=237
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両立支援の環境整備の内容

11

【その他】の内容
・癌治療の休職者については、最大期間を就業規則より延⾧ ・個別ケースに対して職制への説明と環境整備
・産業保健内での支援体制の強化 ・個別ケースの状況に合わせた対応
・産業医の意見も踏まえて、個別に相談対応する。 ・相談体制の充実

（複数回答可）

6

33

72

58

24

52

その他

主治医連携書式の整備

勤務制度・休暇制度等の整備

相談窓口の設置

研修

周知

両立支援の環境不備の理由

12

【その他】の内容
・どうせ大企業は助成対象でなく、対応する意義が乏しいから。 ・役員に両立支援の認識が薄く、その教育が先である
・仕事の範囲が違うため ・知識不足 ・個人事業者 ・会社の人事方針との擦り合わせができていない
・計画の作成はしているが、社内の確認が終了していないため ・今まで必要性がなかった
・育児・介護・看護との両立支援の制度が完了したので、順番でこれからです。 ・介護業種にて制度を整えるのに時間が必要
・経営層及び社内の理解不足 ・現状で必要に迫られていない、これまでの慣習に沿っている
・相談窓口は設けていませんが、それぞれの職種人事が必要に応じて、個々の事例に対応はしています
・会社の方針でなるべくお金のかかる事に触れたくないから ・事業主の理解不足

22

16

51

103

その他

経済的理由

人員不足

認識不足

（複数回答可）
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ある
32%

ない
68%

質問8.両立支援の事例がありますか?

ある ない

77 160

13

n=237

20歳代
4% 30歳代

8%

40歳代
28%

50歳代
40%

60歳代
9%

不明
3%

その他
8%

質問９.支援対象者の年齢を教えて下さい。

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 不明 その他

3 6 22 31 7 2 6

14

n=77
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質問10.支援対象者の性別を教えてください。

n=77

15男性 女性 不明

41 29 7

男性
53%女性

38%

不明…

専門的・技術的職業

従事者
30%

管理的職業従事者

13%

事務従事者 22%
販売従事者

4%

サービス職業従事者

6%

輸送・機械運転従事者

3%

生産工程従事者

6%

運搬・清掃・包装等従事者

3%

建設・採掘従事者

1%

不明

4%

その他

8%

質問11.支援対象者の職種を教えてください。

n=77

16専門的・
技術的
職業従
事者

管理的
職業従
事者

事務従
事者

販売従
事者

サービス
職業従
事者

輸送・機
械運転
従事者

生産工
程従事
者

運搬・
清掃・
包装等
従事者

建設・
採掘従
事者

不明 その他

23 10 17 3 5 2 5 2 1 3 6
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がん
52%

脳血管疾患
9%

心疾患
4%

糖尿病
1%

難病
7%

メンタルヘルス不調
18%

不明
1% その他

8%

質問12.支援対象者の疾病を教えてください。

n=77

17
がん

脳血管
疾患 心疾患 糖尿病 難病

メンタル
ヘルス
不調 不明 その他

40 7 3 1 5 14 1 6

質問13.主治医と連携しましたか?

n=77

18
した していない

49 28

した
64%

していない
36%
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主治医との連携内容

19

【その他】の内容
・主治医の意見を本人に確認していただき、産業医が本人から聴取 ・電子カルテ確認
・上司を通して情報共有 ・診療情報提供書の作成及び取得
・当時担当者でなかった為詳しくはわからない

5

9

38

30

その他

口頭

主治医意見書の取得

勤務情報提供書の作成

（複数回答可）

主治医と連携していない理由

20

【その他】の内容
・本人からの情報や診断書などで主治医の方針などわかっていたため。
・主治医と連携というよりは、本人から主治医に言われた内容を話しし、産業医との連携をとっていた。
・主治医と直接話す機会がもてない
・本人の意思
・費用対効果がない。就業については本人の体力等確認しつつ会社が判断するもののため
・産業医が主体で連携をおこなっているので
・主治医との連携は専ら産業医が担当
・診療情報提供書での情報交換に限られている
・制度は周知されているので本人からの申し出により必要な支援を行い定期的に状況を確認し必要であれば支援内容の変更を行っているので、本人から
の申告で対応できたため

16

12

その他

認識不足

（複数回答可）
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質問14.支援対象者の治療状況を教えて下さ
い。
n=77

21
治癒 治療中 不明 その他

5 61 2 9

治癒
6%

治療中
79%

不明
3%

その他
12%

質問15.支援対象者の就業状況を教えて下さい。

n=77

22
就業中 休業 退職 不明

60 8 7 2

就業中
78%

休業
10%

退職
9%

不明
3%
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就業上の措置・配慮の内容

23

【その他】の内容
・残業、出張禁止 ・時間外労働の制限
・在宅勤務 ・一部リモートワークを入れた（リモートワークをしていない職種で）
・通勤への配慮
・病気休業制度の適用 ・体調に応じた時間休取得
・業務での身体的負荷を軽減する配慮 ・部署内での業務変更、在宅勤務等通院加療時、就業上の配慮
・復帰後は軽めの作業と勤務時間、段階的に通常業務に戻した。 ・段階的に業務負荷を上げていき、3～4か月で通常業務に戻した
・更衣室変更、階段使用禁止のためエレベーター使用可

16

15

33

31

その他

配置転換

労働時間の短縮

通常勤務

（複数回答可）

質問16.両立支援プランを作成しましたか?

n=77

24

した していない

30 47

した
39%

していない
61%
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両立支援プランを作成していない理由

25

【その他】の内容
・ある程度治療が終了していたため
・産業医意見書にて状況を報告 ・産業医に一任 ・復職時の配慮事項として意見書を作成していた。
・休職期間の延⾧のみの支援のため
・本人の体調に合わせて業務配慮が可能であったため ・本人の意思
・マニュアルはないが該当者毎に病状に合わせて個別プランを提供 ・身体状況の変化が大きく、その都度対応しているため
・本人の体調次第なので、負担のかからない作業に変更と日程の調整位でプランをたてたと言うまでには至ってない
・日常のコミュニケーションの中で実施 ・対象者が居た場合に都度対応（役員承認）
・メンタル休業後の復職についてはプログラムを必須としている。その他の疾病は個別対応として本人、職場、健康管理部門で協議のうえ対応を実施。
・この両立支援策前から本人と所属上司、産業看護師と連携の上、本人が仕事できる体制を作ってきた為）
・テレワークの活用や入院時の体制など、これから予定
・時間的余裕がない ・時間が確保できない
・提供された診断書中、特記した内容が無かった為。 ・通常行っている復職対応の体制がしっかりしているため
・計画がなくても問題ないため
・事業主の理解不足

1

23

25

不明

その他

認識不足

（複数回答可）

質問17.両立支援をすすめるにあたり苦慮したこと
がありましたか?

n=77

26
した していない

35 42

した
45%

していない
55%
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苦慮した理由

27

【その他】の内容
・会社の理解 ・経営者側の意識 ・事業主の理解不足 ・上司の意識
・疾病利得のケースでは、診断書を提出し休業権利を主張するケース。主治医も本人の言いなりで発行している
・当時は担当でなかった為わかりませんが社内調整やご本人の体調管理も含めて⾧く見ていかなければならない為、大変だと思われます。（現在進

行形）
・人事や所属⾧がこの制度への知識が少なく、産業保健との連携に警戒感と難色を示していた(自分達の領域に口出しをする。お節介をしてくる。何

処までものを言われるのか等の印象を受けた)が、根気よくコンタクトを取り、所属側の意向を汲み取り丁寧に進めていくうちに、コミュニケーションが円
滑になってきつつある。

・カバーするために負担増となる職場内の同僚たちによる苦情処理

8

24

12

12

その他

就業上の措置・配慮の判断

事業場・主治医間の連携

対象者の意識

（複数回答可）

知っている
24%

知らない
76%

質問6.「治療と仕事の両立支援助成金」環境整備コース・制度活用
コース（それぞれ一律200,000円助成）を知っていますか?

知っている 知らない

56 181

28

n＝237
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治療と仕事の両立支援
ー医学的見地と労務管理の両輪でー

1. 事業場の労働衛生管理体制

2. 事業場（産業医）と医療機関（主治医）の情報共有

3. 就業上の措置・配慮への置換

4. 治療と仕事の両立支援（ガイドライン＆保険診療）

事業場の主たる労働衛生管理体制

事業者

• （安全）衛生推進者

• 人事労務担当者

• 運行管理者（運輸業）

産業保健スタッフ

• 産業医

• 衛生管理者

• 産業看護職（保健師）

• 産業カウンセラー

• 労働衛生コンサルタント
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事業場における健康管理の基本

健康診断実施後の措置（労働安全衛生法第66条）

事業者

1. 健康診断の実施
→医師等の判定：診療区分（異常なし、要観察、要医療等）

2. 健康診断の結果についての医師等からの意見聴取
→就業区分（通常勤務、就業制限、休業等）

3. 就業上の措置の決定等
→就業制限（配置転換、労働時間の短縮等）

↓
事業場（産業医）と主治医の連携（方法：口頭、書面）

事業場において、がん、脳卒中
などの治療が必要な疾病を抱え
る労働者に対して、業務によっ
て疾病を増悪させることがない
よう適切な就業上の措置や治療
に対する配慮を行って治療と仕
事が両立できるようにするため
、両立支援を行うための環境整
備、個別の両立支援の進め方な
ど、職場における具体的な取組
方法等をまとめた

（平成28年２月23日）

事業場向けガイドラインの作成・公表

32
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「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」が改訂されました

対象疾病

• がん
• 脳卒中
• 肝疾患
• 難病
• 心疾患
• 糖尿病

等

↓
反復・継続して治療が必要となる疾病
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事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン

① 労働者が事業者へ申出
・労働者から、主治医に対して、業務内容等
を記載した書面を提供

・それを参考に主治医が、症状、就業の可否、
作業転換等の望ましい就業上の措置、配慮
事項を記載した意見書を作成

・労働者が、主治医の意見書を事業者に提出

② 事業者が産業医等の意見を聴取

③ 事業者が就業上の措置等を決定・実施
・事業者は、主治医、産業医等の意見を勘案
し、労働者の意見も聴取した上で、就業の
可否、就業上の措置（作業転換等）、治療
への配慮（通院時間の確保等）の内容を決
定・実施

※「両立支援プラン」の作成が望ましい

主治医 労働者
意見書

業務内容等

両立支援プラン
意見書提出

作成

会 社

個別の両立支援の進め方

治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン
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勤務情報提供書（p6）
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主治医意見書（p10）
（就業継続）

必須対応

必須程でない対応

安全配慮

（医学的絶対（相
対）禁忌事項）

合理的配慮
（障害等）

自己保健義務
的配慮
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主治医意見書（p12）
（復職）

必須対応

必須程でない対応

安全配慮

（医学的絶対（相
対）禁忌事項）

合理的配慮
（障害等）

自己保健義務
的配慮
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両立支援プラン（p16）
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がん

事例４（がん）：勤務情報提供書 （p50）
（40歳代、男性、建設業、大企業）
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事例４（がん）：主治医意見書（就業継続） （p52）
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医学的絶対（相対）禁忌事項
↓
安全配慮

自己保健義務
↓
配慮

事例４（がん）：両立支援プラン （p54）

医学的絶対（相
対）禁忌事項

↓
安全配慮

自己保健義務
↓
配慮

合理的配慮
（障害等）
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脳卒中 留意事項

1.障害特性に応じた配慮

2.再発等防止と治療上の配慮

3.復職後の職場適応とメンタルヘルス

障害特性

• 多様な障害 本人 周囲

運動麻痺： 気づきやすい 気づきやすい

感覚障害： 気づきやすい 気づきにくい

高次脳機能障害： 気づきにくい 気づきやすい

うつ： 気づきにくい 気づきにくい

• 周囲の理解

• 周囲のサポート
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日本における合理的配慮に関する事例対応の流れ
（障害者雇用促進法～合理的配慮指針）

1. 普段から障害者の把握ために必要な注意を払う
←画一的な手段により申出の呼びかけ

2. 話し合い開始 ←申出、雇入れ、職場復帰等
3. 確認：対象、本質的な職務、社会的障壁

4. 配慮内容を決め、説明（過重な負担含む）し、
目標を設定する

5. 配慮の提供
6. 観察と配慮内容の修正

(（（辻洋志他：治療就労両立・障害者雇用における産業医・産業保健スタッフによる合理的配慮支援の流れ．産衛誌 2021；63：21-26.）

ステップ

勤務情報提供書→主治医意見書

両
立
支
援
プ
ラ
ン

注）書面、産業医面談

事例４（脳卒中）：勤務情報提供書 （p84）
（40歳代、男性、製造業、中小企業）



2022/3/8

28

事例４（脳卒中）：主治医意見書（職場復帰） （p86）
脳出血

障害等
↓
合理的配慮

自己保健義務
↓
配慮
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事例４（脳卒中）：職場復帰支援プラン （p88）

糖尿病 留意事項

1. 定期健診の事後措置が重要

2. 高血糖や低血糖に対する配慮

3. 治療の中断に注意

4. 正しい知識の啓発
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事例１（糖尿病）：勤務情報提供書 （p180）
（40歳代、男性、建設業、中小企業）
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事例１（糖尿病）：主治医意見書（就業継続） （p182）

自己保健義務
↓
配慮

医学的絶対（相対）禁忌
事項
↓
安全配慮

障害等
↓
合理的配慮
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事例１（糖尿病）：職場復帰支援プラン （p184）

（日本医師会：令和2年度診療報酬改定について．2020；124．）
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（搆健一：労働衛生の現状と職場における騒音障害防止対策．2021；21．）

（搆健一：労働衛生の現状と職場における騒音障害防止対策．2021；22．）
注：令和4年度診療報酬改定で対象疾患の拡大、算定要件の緩和が予定されている
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両立支援の留意点
ー医学的見地と労務管理の両輪でー

1. 十分な診療情報の共有
書面様式の準備

医療機関 事業場
勤務情報提供書

主治医意見書
両立支援プラン

↓
２．就業上の配慮・配慮への置換
医学的知識と労務管理の各専門性を生かして

ご清聴、ありがとうございました！


